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研究成果の概要（和文）： 沿岸環境の将来予測のために台風，高潮，波浪および海面上昇の将来予測とその応用を行
った．
　海面上昇について，日本周辺の過去の変化を衛星観測データをとに解析し，概ね全球平均の3mm/年とほぼ傾向である
ことを確認した．台風については，台風の将来変化は発生個数だけでなく，発生・消滅位置にもあらわれることを明ら
かにした．高潮リスク評価については，伊勢湾台風をターゲットに，最大クラスの高潮偏差に及ぼすモデル，台風特性
および将来変化の不確実性の影響について評価を行った．海浜変形については，海面上昇に伴う汀線後退の長期予測は
不十分であり，海面上昇による地形変化を検討する必要があることがわかった．

研究成果の概要（英文）：Projection of typhoons, storm surges and waves were conducted for impact 
assessment of coastal environment in the future.
The observed sea level rise was analyzed based on the satellite observation and is 3 mm/year around 
Japan. Future changes of tropical cyclone activity was analyzed based on CMIP3 and CMIP5 results. The 
cyclogenesis number will be decreased and the tracks will be shifted to Eastward at the Northwest Pacific 
Ocean in the future. Risk of storm surge is estimated targeting Ise-wan (Vera) typhoon. The maximum level 
of storm surge and related uncertainty is discussed. The impact of coastal morphology was examined and 
shore line change based on standard sea level rise analysis is not sufficient for dynamic behavior of 
beach morphology.

研究分野： 海岸工学

キーワード： 気候変動　国土保全　海岸工学　海洋化学　自然現象観測・予測
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）気候変動予測 
 アジア・西太平洋域では，沿岸災害に脆弱
な地域が広く分布し，気候変動による災害特
性へのインパクトは大きい．特に我が国では，
夏季に台風，冬季に季節風の影響を強く受け
るため，沿岸外力の長期変化を予測すること
は重要である．総合的な将来予測のためには，
静的な海面上昇に対して，動的な変化である
海上風，気圧やこれらに伴う波浪や高潮等の
沿岸外力の予測が重要となる．IPCC の第４次
報告書（IPCC-AR4, 2007）では，将来におけ
る全球スケールの予測結果が示されたが，地
域スケールの将来の影響評価は行われてな
い．またこれまでの IPCC の報告書では，自
然科学系の研究者が主眼とする気温，降水量，
台風特性等の気候学的な観点からの将来変
化予測が主であり，海岸工学の研究者が必要
とする海面近傍の沿岸外力の定量的な将来
変化については，ほとんど検討が行われてい
ない． 
（２）気候変動予測結果の翻訳 
 沿岸外力の将来変化を予測する場合，全球
の平均値を用いた外力評価や，単に将来変化
の割合を仮定した感覚的・経験的な取り扱い
が行われてきた．気候変動の沿岸域への影響
評価とこれに対応した長期的なアダプテー
ションには，気候変動予測に基づき，かつ地
域スケールに対応した確度の高い外力の将
来変化予測とその不確定性の評価が必須で
ある． 
 沿岸外力の将来変化予測では，海面気圧や
海上風はモデルから直接情報を得ることが
できるが，これ以外はモデルに考慮されてい
ないため，独自に計算・推定（翻訳）する必
要がある．また，台風については，長期積分
を行うために粗視化された気候モデルでは
不十分であり，観測データを元に推定（翻訳）
する必要がある． 
 翻訳には，１）力学的方程式を用いて気候
変動予測モデルから必要な情報を計算する
力学的翻訳と，２）現在気候でわかっている
統計的な関係を用いて，気候変動予測モデル
から将来の必要な情報を推定する統計的翻
訳が考えられる．十分な推定精度を確保する
ためには，目標とする沿岸外力と特性毎（平
均量なのか極値なのか）に翻訳方法を使い分
け，最適化する必要がある．さらに，気候変
動の予測精度は，予測モデル自身とシナリオ
に依存する２種類の誤差が存在し，これらの
不確定性を評価するため，アンサンブル予測
が必要である． 
（３）沿岸環境の変化 
 観測結果によると，過去の平均波高は，北
大西洋西岸で増加，東岸でやや減少の傾向を
示している．将来の波高変化はさらに評価が
難しいが，気圧分布から統計的に将来の平均
波高変化を推定した結果（Wang, 2006）や高
解像度GCMの結果から直接波浪を計算した結
果によると，今世紀末の平均波高は，緯度に

応じて 5～10%程度の増加と減少が見込まれ
る海域に分かれることが示唆されている．一
方，高潮外力となる熱帯低気圧の将来変化は，
数が減少し，強さが増すことが示唆されてい
るが（Emanuel, 2009），IPCC-AR4, AR5 用の
気候変動予測モデル群（CMIP3 および 5）で
は，台風の将来変化を行うだけの解像度が確
保されておらず，定量的な評価を行うレベル
に至っていない．現在のところ，沿岸外力の
定量的な将来変化はほとんど成果を上げて
おらず，それゆえ影響評価の議論や方向性は
曖昧なままである． 
 
２．研究の目的 
最新の予測モデル群（CMIP5）をもとに，

モデル・シナリオ誤差を考慮しつつ今世紀末
までの海面上昇，台風，波浪，高潮，潮汐流
の沿岸外力の将来変化について，常時と極値
の両者を対象に，力学的翻訳と統計的翻訳を
開発・実施し，両結果を最適化する方法を考
案する．ついで，海域毎に沿岸外力の定量的
な将来変化予測を行う．推定された沿岸外力
の将来変化をもとに，沿岸構造物の安定性，
越波特性や海浜・干潟等の浅場地形の長期変
化など沿岸環境の将来変化を予測するモデ
ルの開発を行う．最後に，将来の沿岸外力の
変化をもとに沿岸環境の将来変化とその不
確定性について定量的に把握する． 
 
３．研究の方法 
本研究では，沿岸環境の将来予測のために

重要な，台風（熱帯低気圧），高潮，波浪お
よび海面上昇の将来予測およびその不確定
性の推定を行う．このため，以下の３つの要
素について研究を行った． 
１）気候値から将来の変化を推定する力学的
および統計的翻訳方法を開発・検証 
２）沿岸外力の将来変化予測 
３）海岸構造物の安定性，越波特性，海浜変
形の地形変化等の沿岸災害外力要素につい
て長期積分可能なモデルの開発 
これらをもとに，日本周辺における沿岸防災
の将来変化について予測を行う計画である． 
 最後に，得られた予測結果をもとに，今世
紀末までに順次変化していく沿岸防災に対
する適応策について議論を行った．具体的に
は以下のグループに分かれ，研究を実施した．  
１） 気候変動モデルの翻訳グループ 

a) 気候変動モデルの力学的翻訳（台風
ダウンスケール） 
b) 気候変動モデルの統計的翻訳（確率
台風，極値統計） 

２）沿岸外力評価グループ 
（海面上昇，波浪，高潮他） 

３）沿岸環境影響評価グループ  
（砕波帯，構造物，浅場の地形，高潮） 

 
４．研究成果 
（１）海面上昇 
海面高さの変化は，海岸構造物の性能，砂



浜の侵食，河川の水位，塩水の土壌侵入，サ
ンゴ・有孔虫の生息域等の様々な分野に影響
を及ぼす重要な現象である．海面上昇による
災害リスクを考える際には現状を正しく把
握し，当面の間はその変化が短期的な将来で
継続することとなる．また，平均海面高さの
変化のモニタリングを継続することで変化
の兆候から沿岸において生じつつある災害
モードの変化や沿岸特性の違いによる影響
発現の差を明らかにする．そして，これらは
施策の優先順位設定の手がかりとなる． 
本研究では，衛星海面高度計による沿岸部

の観測期間（野口ら，2010）に近年のデータ
を追加するとともに離島部に関する解析を
行った．日本周辺の海域を５つに区分し，解
析を行った．黒潮の蛇行の範囲を網羅できる
ように，沿岸測定点の海域毎に平均した場合
の衛星１公転周期（約 10 日）毎とそれから
得られた年平均の海面高さの変化を求めた．
太平洋西側の海域では，水位が大きく変動し，
黒潮の最南下緯度の変動と連動しているこ
とを確認した．水位は，黒潮接岸時に高くな
るが，蛇行時に生じる冷水渦は沖に生じるこ
とから影響が小さいことが現れている．沿岸
と海域では，全体として沿岸部の方が大きな
値となっており，日本周辺の海面水位の変化
は，全球平均の 3mm/年とほぼ同じになってい
た． 
（１）台風リスク評価 
①将来台風の解析 
台風の将来変化については，多くの研究が

行われており，例えば海面水温 (SST) との
関係が明らかにされている．全球で見ると温
暖化により台風の強度が増加し，数が減る傾
向が見られるとの報告が多くあるが，現在の
ところ観測結果からこれを見出すことは難
しい．高潮等の沿岸域への影響評価に対して
用いるためには，上記の議論より詳細な湾ス
ケールの変化予測に踏み込む必要がある． 
本研究では，次節に述べるように確率台風

モデルに，台風の発生位置や中心気圧の変化
のマクロ的将来特性の変化を埋め込み，台風
の将来変化をモンテカルロ法で確率的に評
価することを実施した．このようなアプロー
チでは，再現期間等，工学的に必要となる確
率評価が可能であるが，将来の台風特性の設
定を正確にする必要がある．そこで，気候変
動に伴う熱帯低気圧（以下 TC）のマクロ変化
をターゲットに，GCM モデルの偏差を考慮し
つつ発生個数，発生・消滅位置等の TC 特性
の将来変化とその不確実性について検討を
行った．気象研の AR5 用の 60km 解像度大気
GCM (Mizuta ら, 2012；以下 60km AGCM と略
記) を用いて，将来SSTをそれぞれ変化させ，
台風の個数，発生位置，消滅位置，中心気圧，
経路および移動速度の将来変化について検
討を行った． 
台風マクロ量の将来変化は，発生個数，発

生・移動・消滅位置，中心気圧，移動速度お
よび方位の平均と分散を解析対象とした．個

数，位置については全球・海域別に評価し，
その他の統計量については緯度方向の平均
値を対象に評価を行った． 
台風の発生個数は，全球では 20.4%±34.8%
で減少し，北半球のばらつきと比較して，南
半球では全モデルでほぼ同傾向を示した．海
域毎では図1に示すように北半球では平均的
には同様の傾向であるが，SST による影響は
大きく，モデル間の変動が大きい．また，単
に SST の変化度合いだけではなく，その空間
パターンが台風の発生個数に大きな影響を
あたえることを示している． 
ついで，台風の発生・消滅位置の将来変化

について調べた．ここではこれらの位置を海
域毎に重心を取り，その位置変化で評価した．
TC の発生・消滅位置は，多くのケースで経度
方向に大洋の中心（北西太平洋の場合は東）
へ移動し，緯度方向には経度方向の数割極方
向にシフトする変化が見られた．図 2に示す
のは，海域毎の台風発生位置の将来変化であ
る（北・東向きが正）．まず，経度方向の将
来変化は緯度方向に比べて数倍大きい． TC
の発生・消滅位置は，多くのケースで経度方
向に大洋の中心へ移動し，緯度方向には経度
方向の数割極方向にシフトする変化が見ら
れた．経度方向の発生位置の将来変化は，北
西太平洋(WP)で 1.58 度，北東太平洋(EP)で

 
図1  SSTの違いによる台風発生個数の将

来変化 

 

図 2 SST の違いによる台風発生位置の将来
変化（上段：経度，下段：緯度） 

 

 
図3 確率台風モデルより算定した台風襲
来数と観測値の比較 

 
図 4 最大潮位偏差と台風経路の関係（色

は名古屋港最大潮位偏差，丸付きの線：危

険経路） 



3.2 度であり，海域により 2 倍の開きが見ら
れた．一方，緯度方向はこれよりかなり小さ
く，モデルの解像度が 60km であることを考
えると，誤差の範囲に入る将来変化量であっ
た将来移動量については，発生，移動および
消滅位置の順で変化が大きく，消滅位置の移
動量は発生位置と比べて約 2倍である．つま
り，中緯度に位置する日本周辺では，台風経
路の将来変化が顕著に出やすいことがわか
った． 
中心気圧，速度，進行方向については，大

陸の影響を無視すると緯度方向に明確な構
造を持つため，その将来変化については，経
度方向に平均し，緯度方向の分布形状と標準
偏差について評価した．速度および進行方向
は，平均値および標準偏差共に統計的に有意
な将来変化は見られなかった．一方，中心気
圧については経度方向に顕著な将来変化傾
向が見られ，赤道から極域に向かって中心気
圧が低下する傾向が得られた． 
②確率台風モデルの開発 
観測および数値計算により得られた台風

資料を適宜組み合わせ，台風特性の時系列相
関に対するクラスター分析結果と環境場と
の統計的関係を明らかにしながら，環境場の
非定常性を反映させた新たな確率台風モデ
ルの構築した．  
 図 3は九州西部（N31-33 度，E129-131 度）
に襲来する台風について100年間の襲来数を
観測値（青丸）と確率台風モデルの結果（確
率密度分布：PDF）を示したものである．図
より，開発した確率台風モデルの PDF は観測
値が平均値近傍に収まるように分布してお
り，襲来頻度の再現性は高いと考えられる．     
確率台風モデルは，台風の数を飛躍的に増

すことが可能であり，高潮リスク評価に有効
な手法である． 
（２）高潮リスク評価 
高潮は単に台風強度の将来変化だけでな

く，台風がどのような経路をとるかにより大
きく変化する．さらに，高潮推算においても，
用いる数値計算モデルやモデルパラメータ，
外力となる気象場などによって推算結果に
差が生じる．可能最大高潮の推定および将来
高潮変化予測を行うには，これらをすべて踏
まえる必要がある．そこで，伊勢湾を対象と
して，高潮計算モデルと台風特性が可能最大
高潮予測に係る不確実性について評価した．  
台風経路が高潮に及ぼす不確実性につい

て評価するため，経験的台風モデルを用い，
伊勢湾台風を人為的に平行・回転移動させた
経路を用いて高潮推算を行い，名古屋港に対
する危険経路および高潮の可能最大値を求
めた．さらに，気候変動による台風強度の将
来変化を考慮するために，検討から得られる
危険経路に，台風強度の将来変動予測値を加
味した高潮計算を行った．台風強度の変化は
中心気圧で表わせるものとして，中心気圧の
みを変化させた．中心気圧の将来変化は，気
象研究所 (Kitoh ら, 2009) の CMIP5 全球大

気モデルの 2モデルと CMIP3 の中から 6モデ
ルを用い，緯度依存する中心気圧の将来変化
傾向 Δp [hPa] (Mori, 2012) とその不確実
性を上乗せして評価した．  
図 4に，東に最大風速半径の+18.5 km 平行

移動し，回転角度を変化させた場合の最大潮
位偏差と経路の関係を示す．東に+18.5 km 移
動し，反時計回りに+20 度回転した場合が，
伊勢湾にとって最も危険な経路となり，最大
高潮偏差は 4.76 m となった．伊勢湾台風が
元の経路を辿ったときと比べると 1.34 m，伊
勢湾台風経路を単に+18.5 km平行移動した場
合よりも 0.40 m 増加した．回転角度が正方
向 (反時計回り) に大きくなれば，潮位偏差
のピーク値は大きくなる．これは吹きこみ角
度の変化による吹送距離の変化によるもの
である．可能最大高潮を考える際，経路を平
行移動させるだけでなく，経路を回転させて
湾軸に対する進行方向を変えることも，考慮
すべき重要な要因であることがわかった． 
気候変動に伴う台風強度の変化を考慮し

た計算を行った結果，中心気圧が約 20 hPa
低くなると，高潮偏差は 4.76m から 0.93 m
増加し 5.69 m となった．予測変動幅は 0.43
～0.93 m である．  
以上のように，伊勢湾台風をターゲットに，

高潮偏差に及ぼす不確実性の要因について
評価を行った．その結果，インパクトの大き
いものは，入力気象場，海面抵抗係数，台風
経路，速度であることがわかった．今後，高

 

 
図 5 最大波高分布（左図：現在，右図：将

来，単位 m） 

 



潮に及ぼす気候変動の影響，特に可能最大値
を考える上で，台風強度の将来予測と共に，
個々の湾における台風経路の不確実性の評
価が重要であることを示した．  
（３）波浪予測 
台 風 の 再 現 性 が 向 上 し た と さ れ る

MRI-AGCM3.2S の予測値（SRES-A1B シナリオ）
に基づき，日本沿岸域，特に温暖化の影響が
先行すると予想される九州に着目し，将来
（2075-2099）と現在（1979-2003）を比較す
ることにより，波浪の出現特性の変化につい
て調べた．波浪推算に際しては，第三世代波
浪モデル WAM を用い，現在及び将来それぞれ
25 年間について風速データを外力条件とし，
計算範囲を東経 115～150 度，北緯 15～50度，
計算格子幅を 0.5 度として推算した． 
現在及び将来についてそれぞれ期間中の

有義波高の最大値分布を図 5に示すが，将来
と現在で分布形状が異なっている．これは有
義波高の最大値が予測された台風の経路に
依存するためと推察されるが，現在と将来を
比較すると将来気候では大きくなる傾向が
あり，台風の強大化による結果を反映してい
るものと考えられる．  
（４）海浜変形予測 
海面上昇に伴う汀線後退の長期予測は

Bruun 則（距離の 2/3 乗則）の平衡断面をも
とに評価されているが，すべての海浜断面に
適用可能であるとは言いがたい．特に，沿岸
漂砂の影響，将来の気候変動にともなう波浪
変化などは考慮されていない．そこで，沿岸
漂砂の卓越する鳥取県の皆生海岸で過去に
実際された測量結果より断面地形の特性を
調べ，Bruun 則の適用を試みた．その結果，
皆生海岸では，汀線から移動限界水深までの
範囲では，沿岸砂州が存在する範囲とそれよ
り沖側で断面形状の特性が異なることがわ
かった．このことから新たな海浜断面の関数
系を考慮し，海面上昇による地形変化を検討
する必要があると考えられる 
また，海面上昇の他に短期間に発生する台

風による高潮（水位上昇）と高波による地形
変化も評価，特に水位変化や，波浪特性の変
化に対して既存の海岸保全施設の機能変化
の評価は重要である．そこで構造物周辺の汀
線変化やサンドリサイクル等の養浜なども
考慮した3次元海浜変形モデルの構築を行い，
あらゆる条件下における海浜変形を評価す
る手法を確立することを目的とする．初年度
は，その第 1段階として，鳥取県浦富海岸に
設置されている人工リーフ周辺の地形変化
計算を試み（黒岩ら，2012）モデルの妥当性
を検討した．次年度は，汀線の取り扱いを再
検討しモデルの再構築を行い，現地データと
の比較を行いモデルの適用性を再検討する．
さらに，波浪特性の変化による地形変化への
影響の程度を数値実験的に検討する． 
（５）まとめ 
本研究では，沿岸環境の将来予測のために

重要な，台風（熱帯低気圧），高潮，波浪お

よび海面上昇の将来予測およびその不確定
性の推定，さらにその応用を行った． 
海面上昇について日本周辺の海域を５つ

に区分し，衛星観測データよりこれまで観測
された海面上昇の地域依存性について検討
した．太平洋側では海面水位黒潮の最南下緯
度の変動と連動しているものの，概ね全球平
均の 3mm/年とほぼ傾向であることを確認し
た． 
台風リスク評価については，GCM の台風特

性の将来変化についての解析と確率台風モ
デルの開発を行った．台風の将来変化は発生
個数だけでなく，発生・消滅位置にもあらわ
れることを明らかにした． TC の発生・消滅
位置は，多くのケースで経度方向に大洋の中
心へ移動し，緯度方向には経度方向の数割極
方向にシフトする変化が見られた．中緯度に
位置する日本周辺では，台風経路の将来変化
が顕著に出やすいことがわかった．また，観
測および数値計算により得られた台風資料
を適宜組み合わせ，台風特性の時系列相関に
対するクラスター分析結果と環境場との統
計的関係を明らかにしながら，環境場の非定
常性を反映させた新たな確率台風モデルの
構築した． 
高潮リスク評価については，伊勢湾台風を

ターゲットに，最大クラスの高潮偏差に及ぼ
すモデル，台風特性および将来変化の不確実
性の影響について評価を行った．その結果，
インパクトの大きいものは，入力気象場，海
面抵抗係数，台風経路，速度であることがわ
かった． 
海浜変形予測についてモデルの開発を開

始した．鳥取県の海岸における観測データよ
り，沿岸砂州が存在する範囲とそれより沖側
で断面形状の特性が異なることがわかった．
このことから，これまでの海面上昇に伴う汀
線後退の長期予測は不十分であり，新たな海
浜断面の関数系を考慮し，海面上昇による地
形変化を検討する必要があることがわかっ
た． 
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